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要 請 書 
 
 
平素から継続教育制度（ＣＰＤ）の認定研修会をはじめ、当建

設会の活動に対し、格別のご支援とご協力を賜り心から厚く感謝
申し上げます。 

 
平成 24度からスタートした「沖縄 21世紀ビジョン」、「沖縄

21 世紀農林水産業振興計画」も １ヶ年を残すのみとなりました
が、さらなる飛躍のためにも、引き続き「亜熱帯・島しょ性に適
合した農林水産業の基盤整備」等により、生産供給体制の強化、
持続可能な農林水産業の展開を積極的に推進することが重要であ
ります。 

 
つきましては、下記の事項について積極的に取り組んで頂きま

すよう特段のご配慮をお願い申し上げます。 
 
 

記 
 

Ⅰ．当建設会会員の評価及び活用について 
 
貴職が発注する工事及び設計委託業務の一般競争入札総合評価

方式や指名競争入札等において、当建設会が実施している研修会
や災害協定、地域貢献活動等の諸活動について、引き続き評価



措置を講じると共に、会員、賛助会員の積極的な活用をお願い申
し上げます。 

 

Ⅱ．公共工事の品質確保について 
 
「公共工事の品質確保に関する法律」に基づき、平成 27 年 1

月に「発注関係事務の運用に関する指針」が定められました。 
 
 
つきましては、その運用指針に沿って、積算単価が実際の取引

単価と乖離しないこと、歩切の廃止、発注体制の組織強化と併せ
て、発注や施工時期の平準化にも努めて頂くと共に、最低制限 
価格 1％調整（ゆらし）の廃止をお願い申し上げます。 

 

Ⅲ．令和 4 年度予算の増額について 
 
令和 3年度の沖縄県の農業農村整備事業費は、沖縄振興交付金

（ハード交付金）が７年連続減額（内 NN 交付金は 76.8 億円 
対前年比 96%、3.2 億円の減）となるなか、243.5 億円と対前年
度比で 96%、11.4 億円の減となりました。 

 
本県の農林水産業を取り巻く環境は、本県特有の台風・干ば

つ、島しょ性に由来し厳しい状況にあります。今後とも、農林水
産業の生産基盤の整備及び農村、漁村の生活基盤の整備が強く求
められています。 

 
つきましては、令和 4 年度の予算要求にあたっては、本県北部

地域の農林水産業の基盤整備等を計画的に実施するため、予算の
増額に向けた取組をお願い申し上げます。 

 

Ⅳ．今後の農林水産基盤整備の推進について 
 
「沖縄 21 世紀ビジョン」、「沖縄 21 世紀農林水産業振興計画」 

も令和 3 年度までと、１ヶ年を残すのみとなりました。 
 
農林水産基盤整備の推進もまだ道半ばであることから、現在進



捗中の事業を引き続き推進するとともに、新規地区の採択につい
ても一層の推進をお願い申し上げます。 

 

Ⅴ．賛助会(建設コンサル)の要望事項 
 
１．最低制限価格は予定価格の 90％ 以上の設定で取り組んで頂
きたい。 

２．入札保証金について、免除規定の緩やかな対応を検討して
頂きたい。 

３．発注にあたっては、適切な工期設定のうえ、発注や施工時
期の平準化及び「働き方改革」の目的である労働時間の是正
に努めて頂きたい。 

 
 
 
4．貴職が発注する調査測量設計委託業務の一般競争入札総合
評価方式において、沖縄県と当建設会が締結している災害協
定についても、加点対象となるようお願い申し上げます。 

 
5．調査測量設計委託業務におきましても、優良業者等表彰制
度の導入をお願い申し上げます。 
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